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本稿は，戦後日

の貿易・投資政策

摩擦と規制緩和

１．は じ め

本の対外経済政策を貿易取引

に

・海外投資の側面から概括する

ことを目的として

法律・制度から捉

そこから得られる

外経済経済政策は

国際経済諸関係と

際通貨基金（

日本の対外経済政

いる。日本の対外経済政策の

えようとする場合，関連する

ものはそれほどないであろう

，諸外国との関係を無視して

その環境の変化に影響を受け

），世界貿易機構（ ）な

策の大枠を規定する。さらに

内容を対外経済関係を規定す

資料をただ漫然と眺めていて

。何故ならば，現実の日本の

は独自に行いうるものではな

，制約されている。例えば，

どの国際機関での取り決めは

，戦後占領下での政策，日米

る

も

対

く，

国

，

安

保条約の存在を通

アメリカ経済に大

的異変は，資源の

の国内外の政策変

このような事柄

（ ）

じて，日本の経済政策，及び

きく制約を受けている。また

供給制約，為替レート・株式

更を余儀なくしている。

を強調するだけでは，議論の

日本経済はアメリカの対日政

，世界各地での地域紛争，政

価格の乱高下をもたらし，日

対象が不明確になってしまう

策，

治

本

。



日本の対外

第２節では，もう少し議論

を国際収支表から見ること

・直接投資を概観し，第４

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

を具体的にするために，貿易

にしよう。そして第３節では

節では日本の貿易・投資政策

葉）

取引・海外投資の実態

，戦後日本の貿易取引

が果たした役割を検討

する。更に，第５節では，

外経済摩擦とのかかわりで

２．国際収

表１の国際収支表は，財

年代より顕著となった規

考察する。

支表から見た日本の対外経

・サービス取引をあらわす経

制緩和政策の背景を対

済取引

常取引，対外資産・負

債の変化をあらわす資本取

済競争力をあらわす指標と

プラスで 兆円規模の黒字

出入差額 ，つまり貿易黒

運輸などの収支を示すサー

ものであった。所得収支は

への送金からなるもので，

引に大別できる。まず，経常

考えることができる。その収

に達している。経常収支黒字

字によるものである。それに

ビス収支は，常に赤字でその

，海外投資に伴う利子・配当

プラスが続いている。このサ

取引は，日本の対外経

支は， 年以降常に

のほとんどは，財の輸

対して，旅行・保険・

中でも旅行収支による

・収益などの投資本国

ービス収支と所得収支

をあわせた貿易外収支 は

ため，赤字傾向が続いてい

ービス収支の赤字幅を若干

黒字を記録している。さて

海外経済援助からなる。

次に，資本取引には，経

， 年代半ば頃までは前者

た。所得収支の黒字幅は年々

上回るようになり，その結果

，移転収支 の大半は，対価

常取引の対価としての資金移

（自生的取引）

が後者を上回っていた

拡大し， 年にはサ

貿易外収支は，若干の

を伴わない日本からの

動（派生的取引）と企

業・投資家による海外投資

である直接投資・証券投資

ていくことにしよう。本稿

資収支 の変化を主として

本取引に果たした役割を検

（ ）

からなるが，長

が中心であるため，ここでは

では，経常取引のうち貿易取

取り上げ，戦後日本の対外経

討する。そのための基礎的な

期資本移動の一形態

海外投資の側面から見

引，資本取引のうち投

済政策が貿易取引，資

準備として，次節では
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表１ 国際収支総括

別号２）

表
（単位 億円）

経常取引
貿易収支
商品輸出
商品輸入
貿易外収
サービス
所得収支
経常移転
経常収支（
資本取引
投資収支
直接投資

（ ）
（ ）
支
収支

収支
＋ ＋ ）

戦後日本の貿易取

証券投資
その他投
その他資
資本収支（
外貨準備増
誤差脱漏

（資料） 日

引・直接投資の流れを概観す

資
本収支
＋ ）
減

本銀行『国際収支統計月報』 年７月号

ることにしよう。

３

戦後日本経済の

をした方が便利で

．戦後日本の貿易取引・

対外的側面を考察する際には

ある。既に，拙稿（ ）で
）

直接投資の概観

，成長段階に対応した時期区

明らかにした時期区分をここ

分

で

も採用することに

て戦後日本経済

（ 年），低成

越える成長率を維

年代に入り顕

（ ）

する。すなわち，生産水準，

を大きくは，３つの時期，復

長期（ 年以降）に分ける

持した高度成長も 年代

著となった資源の供給制約，

及び経済成長率のレベルに応

興期（ 年），高度成長

ことができる。年率平均 ％

後半より深刻化した公害問題

固定為替制度の維持困難など

じ

期

を

，

は，
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成長を大きく制約する要因

になる。 年代以降の低

て，調整期（ 年），安

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

となり，経済成長率を大きく

成長期も成長率変化の度合い

定成長期（ 年），低成長

葉）

下方に屈折させること

，成長率レベルに応じ

期（ 年以降）に区

分することができる。

３―１ 貿易取引と産業

商品輸出の推移

表２に見るごとく，

を中心とする機械類の輸出

製品（ ％），その他製品

構造

年の輸出総額のうち８割以上

が占めている。 年の高度

（玩具が中心）などの軽工業

は電気機械，輸送機械

成長期初期には，繊維

製品（ ％），金属・

同製品（ ％）が主要な輸

呼ばれた。高度成長を通じ

代を通じて鉄鋼を始めとす

は大きく低下し， 年時

イトは， 年時点では２

達した。

商品輸入の推移

出品目であったから，「糸偏

て，繊維製品，玩具のウェイ

る金属製品の輸出ウェイトは

点では ％程度である。他

％にも満たなかったが，

」，「金偏」の時代とも

トは低下する。 年

高まるが， 年代に

方，機械類の輸出ウェ

年時点ですでに ％に

高度成長期初期において

アーを占めていた。特に，

どの鉱物性燃料の輸入ウェ

粗原料の輸入ウェイトは低

は，２度にわたる石油ショ

年代になると，鉱物性

が高まる。その他製品（紙製

は，輸入総額のうち食料，及

金属・木材・天然ゴムなどの

イトは， 年時点では ％

下するが，原油を中心とした

ックにより， 年には ％

燃料のウェイトも低下し，工

品・レコードテープ類・ゴムタ

び原料品が ％のシェ

粗原料，石炭・原油な

を超えていた。その後，

鉱物性燃料のウェイト

にまで達した。しかし，

業製品の輸入ウェイト

イヤ）を含めると，工

業製品の輸入ウェイトは，

般機械，電気機械，輸送機

低成長期以降顕著である。

繊維製品の輸入は，高度

（ ）

年時点で５割を超える。

械などの機械製品輸入の増加

成長期にはあまりみられなか

製品輸入の中でも，一

が大きく， 年代の

ったが，繊維の輸出構
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表２ 商品別輸出
（単位

輸出額
品目

別号２）

入
億円，括弧内は総額に対する構成比％）

輸入額

食料品

繊維及び同
製品

化学製品

非金属鉱物
製品

金属及び同
製品

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

食料品

原料品

鉱物性

化学製

繊維製

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）
燃料

（ ） （ ） （ ）
品

（ ） （ ） （ ）
品 ―

（ ） （ ）
一般機械

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他

総額

＊
（ ） （ ） （ ）

―
（ ） （ ）

―
（ ） （ ）

―
（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

金属及
製品

一般機

電気機

輸送機

その他

総額

び同
（ ） （ ） （ ）

械 ＊
（ ） （ ） （ ）

器 ―
（ ） （ ）

器 ―
（ ） （ ）

（ ） （ ）（ ）

成比が大きく低下

（資料） 日本関
（注） 輸出入品

化学製品
一般機械
電気機器
輸送機械
精密機械
原料品
鉱物性燃

した調整期の 年頃から

（ ）（ ）（ ）

税協会『外国貿易概況』
目について＊は，機械機器全般の数値を表
有機化合物，プラスチック，医薬品
原動機，農業用機械，事務用機械，工作
映像機器，音響機器，半導体等
自動車，自動車部品，船舶
化学光学機器，複写機
繊維原料，鉄鉱石，銅鉱，天然ゴム
料 石炭，原油及び粗油，石油製品，液化

顕著な増加を示し， 年に

している。

機械

天然ガス

（ ）（ ）（ ）

は

％を占めるに

には輸出とともに

の輸入を反映して

増加を示すもので

と変化をしている

（ ）

至っている。鉄鋼を代表とす

輸入においても増加を示して

いる。 年代の安定成長期

，かっては主要な輸出産業で

。

る金属については，高度成長

いる。原材料としての鉄鋼く

の輸入増加は，鉄鋼製品の輸

あった繊維，鉄鋼は輸入産業

期

ず

入

へ
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輸出入構造の変化は，日

製造業売上位 社を取り上

業である繊維，鉄鋼各社が

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

本国内の産業構造の変化とも

げると，高度成長期がはじま

上位 社を独占していた。高

葉）

対応している。例えば，

る 年には，輸出産

度成長期の半ば過ぎか

ら繊維各社が上位から姿を

年代までは，輸出産業

なると，主要輸出産業とな

さて，このような輸出入構

持っているだろうか？

３―２ 日本企業の海外

消し，自動車，電気の進出が

であった鉄鋼各社は上位を占

った自動車，電気に上位を明

造の変化は，日本企業の対外

進出

目立つようになる。

めていたが， 年に

け渡すようになった
）
。

進出と何らかの関連を

日本企業の海外直接

表３の左欄は， 年以

の毎年の海外進出をあらわ

化，及び貿易収支の長期的

への変動は，日本の輸出を

為替レートは，短期的には

て影響を受けるが，長期的

投資の動向

降の直接投資許可・届出額を

す海外直接投資は，結論から

な趨勢に依存する。つまり，

不利にするから，日本企業の

政治的要因，ならびに国内外

には輸出競争力の主要な指標

示している
）
。日本企業

いうと為替レートの変

為替レートの円高要因

海外進出誘因が高まる。

の経済的安定度によっ

である貿易収支の累積

的な不均衡の度合いによっ

収支の推移からも確かめら

為替レートを大きく切り上

給制約などの外的ショック

外直接投資に大きな影響を

日本の海外直接投資が顕

数値に下線をしている時期

て大きく変動する。表３の右

れるように，貿易収支の数年

げる結果となった。この他，

，外国為替管理法の改正など

与えた。

著な増加を示すのは， 年

に直接投資がそれ以前と比較

欄の為替レート，貿易

間にわたる黒字拡大は，

歴史的には，資源の供

の制度的な変更は，海

代以降である。表３の

して大きく増加してい

る。それらの時期を列挙す

代後半（ 年），３） 年

５） 年代半ば（ 年

１）の時期には， 年

（ ）

ると，１） 年代前半期

代前半（ 年），４）

）などである。

に為替レートが切り上げられ

（ 年），２） 年

年代後半（ 年），

， 年に変動為替相
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表３ 直接投資許可・届出

鉱業 製造業 商業 金融

別号２）

額の推移
（単位 億ドル，為替レートは円／

保険 その他 為替レート 貿易収

ドル）

支

場制に移行した

（資料） 財務省『財政

た。また，原油価

（ ）

ことが，製造業の海外直接

金融統計月報』

格の大幅な引き上げ（ 年

投資を増加させることにな

の第一次石油危機）を含む資源

っ

価
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格の高騰が資源確保のため

は，貿易黒字の大幅な増加

大させた。３）の時期では

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

の鉱業分野の海外進出を促進

が，為替レートを円高にし，

， 年末の外国為替管理法

葉）

させた。２）の時期で

製造業の海外進出を拡

改正が資本取引を容易

にし，特に金融・保険分野

年にかけての原油価格の

同様に鉱業分野の直接投資

プラザ合意以降の円高是正

を懸念した日本銀行の金融

野の直接投資に向かわせる

上げが，製造業の直接投資

での直接投資増加が顕著であ

引き上げ（第二次石油ショック

の増加を引き起こした。４）

が製造業の直接投資を増加さ

緩和政策が，より多くの資金

こととなった。５）の時期で

を本格化させた。

った。また， 年から

）は， 年代前半と

の時期では， 年の

せる。更に，円高不況

を金融保険，不動産分

は，為替レートの切り

以上は，直接投資の年々

連で見たものであるが，地

ある。まず， 年度末の

％（ 億ドル）と最も

億ドル）であったから， 年

％（ 億ドル），アジ

南米への直接投資累計額も

の流れを主要業種別に為替レ

域別の直接投資には，表４で

累計額 億ドルのうち，北

大きい。 年度末のシェ

間に急速に拡大したといえ

ア ％（ 億ドル）とな

それぞれ 年度末の 億

ート，貿易収支との関

示されるような特徴が

米の占めるシェアーが

アーが約４分の１（

る。北米に次いで欧州

っている。アジア，中

ドル， 億ドルから

年度末には 億ドル

変化でも確かめられるよう

上であったため，シェアー

は 年代に顕著で，金融

年代にはいると，欧州

への直接投資シェアーは低

， 億ドルと大きく拡大し

に，北米，欧州への直接投資

は低下した。特に，北米，欧

・保険，不動産部門への直接

への直接投資シェアーは，依

下してる。シェアーの低下が

ているものの，表４の

の拡大の程度がそれ以

州への直接投資の拡大

投資が大半を占めた。

然として高いが，北米

最も大きいのは，中近

東への直接投資で 年度

億ドル）と絶対額の変化も他

原油などのエネルギー部門

している。

さて， 年代以降貿易

（ ）

末の ％（ 億ドル）から

地域への直接投資と比較す

への投資の役割が 年代以

取引に大きなシェアーを占め

年度末の ％（

ると小さい。これは，

降低下したことを反映

る製造業部門への直接



投資先 年度末
累計額
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表４ 日本企業の海外直接投資

フロー フロー フロー

別号２）

の地域別構成比
（単位 ％，総計は 億

フロー フロー フロー
年

末累計

ドル）

度
額

北米
中南米
アジア
中近東
欧州
大洋州
アフリカ
合計

総計

資料 財務省『財政金融統計月報』許可届出累計額より作成

投資は，北米，欧

取引との関係につ

海外生産と

海外直接投資が

題されているよう

雇用の減少が生じ

州，アジアに集中しているが

いて次に見ることにしよう。

貿易取引

国内経済に及ぼす影響として

に，国内の設備投資機会が失

る可能性であろう。直接投資

，製造業部門の海外生産と貿

最初に議論されるのは，近年

われ，その結果国内生産の減

による海外生産基盤の拡大は

易

問

少，

，

国内企業との貿易

効果として，図１

直接投資の増加

実際の生産拡大は

を及ぼす。

１）資本財輸出

取引に影響を及ぼす。海外生

にまとめることができる。

は，海外子会社の資本蓄積を

，主要には４つのルートを通

効果。原油・鉱工物資源など

産による輸出入に対する主要

通じて，生産能力を拡大する

じて投資本国の貿易取引に影

の資源開発型，及び鉄鋼など

な

。

響

の

大型プラントを伴

のは投資本国から

出増加をもたらす

２）輸出誘発効

達する場合には，

（ ）

う発展途上国への直接投資の

の輸出によって調達される。

ことになる。

果。海外生産に必要な，基本

１）のケースと同様に投資本

場合には，設備投資の主要な

直接投資の増加が投資本国の

的な原材料・部品を本国から

国の輸出増加をもたらす。

も

輸

調
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３）輸出代替効果。本国

とってかわられるかもしれ

効果を及ぼす。

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

からの製品輸出は，投資相手

い。輸出代替が起こり，投資

葉）

国における現地生産に

国の輸出にマイナスの

４）逆輸入効果。現地生

い。投資本国にとっては，

日本の海外生産の規模，

みてみることにしよう。

産は，更に投資本国へ製品の

逆輸入として輸入増加が生じ

及び海外生産が貿易取引に及

図１ 直接投資の効果

輸出を行うかもしれな

る。

ぼす影響について次に

表５ 現地法人

表５は， 年以降の海

のである。既に述べたよう

売上高（製造業），及びわが国輸

外子会社の売上高を日本の輸

に， 年代後半日本の海外

出額推移
（単位 兆円）

出額との比較で見たも

直接投資は急速に拡大

海外子会社売上高（年度）
輸出総額（年）

（資料） 資料 通産省（ ）
計総覧』，（ ）『第 回
活動』

（注） 海外子会社の 年度の

（ ）

『第 ・ 回わが国企業の海外事業活動』，
わが国企業の海外事業活動』，（ ）『第

売上高は予測値。

（ ）『第５回海外投資統
回我が国企業の海外事業
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した。直接投資に

を要することもあ

６割強に過ぎなか

立命館経済学（ 巻特

よるプラント建設から海外生

り， 年時点では，海外子

ったが， 年間で２倍を超

別号２）

産の増加までは一定の懐妊期

会社売上高は，日本の輸出額

える伸びを示した。その結果

間

の

，

年度には，日

日本からの輸出を

広範に進む可能性

日本企業の海外

年度の ％

リカ，ドイツと比

出企業に限定した

本の輸出額を凌駕するレベル

代替し，更には投資本国から

を有している。

生産は，国内売上高との比

から 年度には ％に飛

較すると，海外生産比率は，

日本の海外生産比率は， ％

に達した。この傾向が続くと

日本への輸出，つまり逆輸入

率では，表６に示されるよう

躍的に上昇した。ただし，ア

半分にも達していない。海外

のレベルに達している。日本

，

が

に

メ

進

の

海外生産比率は，

日本

アメリカ

ドイツ

輸送機械，電気機械が目立っ

表６ 主要国の海外生

（ ）（
―

（ ）（

て高いのが特徴的である。

産比率
（単位 ％）（括弧内は海外進出企業）

）（ ）（ ）（ ）
―

）（ ）（ ）
―

資料 表５と
（注） 海外生

表７は，海外子

易取引の推移を示

どの中間財輸出が

トが伺える。海外

同じ。
産比率 現地法人売上高／国内法人売上高

会社の日本からの仕入額，す

している。 年代半ばには

全体の約半数を占めていたが

子会社への日本輸出総額に占

なわち輸出誘発額に対応する

，アメリカへの原材料・部品

，次第にアジア，欧州へのシ

める割合は， 年度の

貿

な

フ

％

から 年度には

日系海外子会社

額，逆輸入比率で

度には４兆 億

伸びの程度は大き

（ ）

３割近くにまで上昇している

の生産物が，どの程度日本に

示されている。逆輸入額は，

円と６倍強の伸びを示し，

い。地域別にみると，アジア

。

輸出されたかは，表８の逆輸

年度の 億円から

先に見た輸出誘発額（３倍）よ

の占めるウェイトが圧倒的に

入

年

り

高
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表７

年 度

仕入額（ 億円）

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

海外子会社の日本からの仕入額

葉）

い。繊維製品，機械製品の

での海外生産の拡大は，表

全地域
北米
アジア
ヨーロッパ

日本の総輸出額に
占める割合（％）

（資料） 表５と同じ。

組み立てなど安い賃金をいか

８の輸入割合の変化からも確

した労働集約的な部門

かめられるように，か

つては日本の輸出商品だっ

入商品へと変化している。

でもアジアからの逆輸入比

表８ 逆輸入額・逆輸入

年 度

逆輸入額（ 億円）
全地域
北米

たものが，時間の経過ととも

逆輸入比率は， 年代急速

率の上昇が顕著である。

比率推移（製造業 除く石油石炭

に現地生産を通じて輸

に上昇しているが，中

，木材パ，食料品）

アジア
ヨーロッパ

日本の総輸入額に
占める割合（％）

（資料） 表５と同じ。
（注） 逆輸入比率 日

この他，資本財輸出効果

国への大型プラントが主要

本向け輸出／全売上高

は，資源開発型投資や鉄鋼の

な役割を占めていた 年代

海外進出など開発途上

には大きかったが，直

接投資が先進諸国にシフト

は，アジアへの進出が主流

海外生産の貿易効果として

果である。海外子会社の現

られる。つまり，現地生産

（ ）

した 年代にはその役割が

となるものの，設備投資の規

，大きな意味を持つと考えら

地生産の動向が，輸出代替効

の開始，ないしは拡大は，投

低下した。 年代に

模は縮小した。さて，

れるのは，輸出代替効

果の一指標として考え

資本国の輸出を代替し



ていると直感的に

大している場合に

減少しないかもし

立命館経済学（ 巻特

はみることもできる。しかし

は，海外子会社の生産が増加

れないし，逆に増加するかも

別号２）

，投資相手国の市場が急速に

しても，投資本国からの輸出

しれない。また，仮に現地生

拡

は

産

の開始によって，

しなかったならば

まったかもしれな

いえ，現地生産の

外進出による現地

国の市場の状況な

投資本国からの輸出が減少す

，他の国籍の企業が当該国へ

い。このようなケースは，い

増加をそのまま輸出代替とみ

生産が，輸出代替的であるか

どにも依存し，重要な研究課

るとしても，企業が海外進出

進出し，輸出市場をさらって

わば市場防衛的な海外進出と

るのには困難がある。企業の

否かは，進出の目的，投資相

題であろう
）
。

を

し

も

海

手

戦後初期の段階

興期に取られた重

あった。そのため

の価格補給金），及

４．戦後日本の貿易・

における経済政策の重点目標

点施策は，戦争によるダメー

の施策は，財政政策（復金金

びアメリカからの対日援助

投資政策

は，工業化の促進であった。

ジの少なかった鉄鋼業の増産

融公庫債の大量発行，一般会計

（ガリオア資金，エロア資金）で

復

で

から

あ

る。また対外貿易

年に生産回

（ 年から 年に

った。 年には

に対する直接補助

度（１ドル 円）

取引には複数為替相場制度を

復をもたらしたが，激しいイ

かけて消費者物価指数が 倍），

アメリカの指導にもとづき

金の解消を余儀なくされると

が設定された。日本の工業化

採用していた
）
。これらの施策

ンフレーションを引き起こ

国際競争力を阻害する要因と

（ドッジライン），均衡予算，企

ともに，単一の固定為替相場

を進めるためには，必要な原

は，

し

な

業

制

材

料の輸入の確保が

加，従って輸出競

定は，国際競争力

発した朝鮮戦争は

成された。 年

（ ）

重要であるが，輸入代金支払

争力の強化が必要であった。

の観点から不利な条件に置か

，日本の生産を戦前の最高水

の高度成長期以降には貿易・

いのための外貨獲得，輸出の

年の単一為替相場制度の

れることになった。 年に

準まで回復させ成長の基盤が

投資政策とあわせて，重点産

増

設

勃

形

業
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に対する優遇策が取られた

４―１ 貿易政策

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

。

葉）

輸入制限措置と輸出

復興期，及び高度成長期

に用いられた方法は外貨予

ている産業の財輸入には，

業と将来輸出が期待される

り当てを優先的に行った。

業に対する税優遇制度，低

促進策

に取られた主要な貿易政策は

算制度である。特に，育成対

外貨の割り当てを制限した。

産業の原材料輸入や技術導入

また，国際競争力強化のため

利融資などがはかられた
）
。

，輸入制限でそのため

象として位置づけられ

それに対して，輸出産

については，外貨の割

の施策として，特定産

輸入規制の段階的解

日本は， 年に国際

（ ）に加盟し，輸入数

置が進むのは 年代以降

を示している。これをみる

年代には依然として競

ステンレス鋼，バス・トラ

消

通貨基金（ ）， 年に

量制限の撤廃を迫られていた

である。表９は， 年代後

限り，日本の輸入自由化は，

争力が劣り，後に主要な輸出

ックは 年，カラーテレビ

関税貿易一般協定

が，輸入規制緩和措

半の貿易自由化の推移

急速に進んだ。しかし，

品目となった自転車，

は 年，自動車は

年という具合にかなり

における国内産業保護によ

年代後半急速に国際競

が行われた 年代頃から

以前は，国内の経済成長が

国内の景気を引き締めると

さて，国際収支の天井が

の時間を経過した後に自由化

って，鉄鋼，自動車，電機，

争力を高めることになった。

国際収支の天井が解消し黒字

高くなると輸入が増加し，外

いう国際収支の制約を常に受

解消し始めた 年代後半に

が行われた。この時期

工作機械等の分野では

これらの品目の自由化

の定着が進んだ。それ

貨減少が起こるため，

けていた。

は輸入制限は全て撤廃

されたかというとそうでは

目としてカラーテレビ（

計算機，及びその周辺機器

ンピューターのハード面で

（ ）

ない。 年になってからよ

年），高級電卓（ 年），集

（ 年）などがある。特に

はかなりの競争力をつけてき

うやく自由化された品

積回路（ 年），電子

， 年頃までにはコ

たが，ソフトウェアー
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表９ 貿易自由化の

自由化時期 自由化率
（％）

別号２）

推移

非自由化
品目数

年現在

資料 小浜他（ ） 表５ ５より。

開発，オンライン

別措置などその後

４―２ 投資政

海外直接投

高度成長期半ば

れてきたため，海

システムなどについては，政

も優遇策が採られてきた
）
。

策

資

までは，外国為替管理法に基

外直接投資は限定された範囲

府補助金，財政投融資，租税

づき資本取引規制が厳格に行

でしか行われてこなかった。

特

わ

復

興期に採用された

に 産業経

したのを契機に外

施して以降段階的

直接投資の自由化

る認可制を採って

外貨予算制度は 年によう

済諮問委員会が，直接投資を

国為替管理法の改正を通じて

に自由化が進められた。

はほぼ完了した。しかし，こ

いた。実質的な自由化が実施

やく廃止された。翌 年５

中心とした資本の自由化を要

年に第一次自由化措置を

年の第五次自由化によって対

の時点までは企業の届出に対

されるのは， 年 月に施

月

請

実

外

す

行

された改正外国為

外直接投資の規模

の自由化は 年

投資急増の条件を

（ ）

替管理法以降である。この改

を大幅に拡大させるきっかけ

代後半における，金融・証券

整えた。

正は，表３でも見たように，

を作ることになった。この時

・保険分野，不動産分野の直

海

期

接
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対内直接投資

対内直接投資についても

進められた。ただし，電子

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

，対外直接投資とほぼ同一の

計算機，情報処理産業におけ

葉）

テンポで規定の改正が

る外資比率 ％までの

自由化は 以降になって

はいたものの，国内での大

実上不可能であった。その

る高地価により， 年代

非常に低い水準にあった。

資と対内直接投資の比率は

本市場の閉鎖性が対内直接

からである。また，小売業分

規模店舗法により外国のスー

他，例外４業種，制限業種な

半ばまで対内直接投資は，対

年代の後半のバブル期に

拡大し，後に述べる貿易不均

投資の増加を阻害していると

野でも自由化がされて

パーなどの参入は，事

どの存在と国内におけ

外直接投資と比較して

おいては，対外直接投

衡の拡大と関わり，日

の批判が強まるように

なった
）
。

５．

５―１ 貿易摩擦とその

国際収支の制約から

対外経済摩擦と規制緩和

大局化

貿易摩擦へ

高度成長期前半において

支の天井が経済成長を制約

年の景気拡大期には輸入

得ず，国内の経済成長にブ

に伴い，貿易黒字が定着し

は日本からの多量な輸出商

は，成長が高くなると，貿易

した。具体的には，

増加によりその都度景気引き

レーキをかけた。 年以降

国際収支の制約を受けること

品による貿易摩擦の問題が顕

収支が悪化し，国際収

年， 及び

締め政策をとらざるを

は，国際競争力の強化

はなくなったが，今度

在化するようになった。

固定為替相場制度が撤廃

年遅れて為替レートが円高

年， 年，

レートは円高になっている

の対名目国民総生産（

（ ）

された 年以降は，貿易収

傾向へ変化している。表３に

年， 年における貿易

。貿易収支黒字が巨額になっ

）比率も高くなった。この点

支の巨額な増加から数

見られるように

黒字の増加の後に為替

た時期には，経常収支

でも異常に高い貯蓄率



輸
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表 日米貿易収支の

アメリカへの輸出 アメリ
出額
ドル）

輸出額に対する
比率（％）

輸入額
（億ドル）

別号２）

推移

カからの輸入 対米貿易
輸入総額に対する

比率（％）
収支

（億ドル）

として問題が及ぶ

資料 『日本

）
。

国勢図会 年版』 表 より。

貿易摩擦の

貿易摩擦は，そ

表 は， 年以

半 年ごろより

はそれ程の大きさ

鉄鋼などを中心に

そして 年には

特徴

の大部分が日米貿易構造から

降の日米貿易収支を５年毎に

より，徐々に対米貿易黒字は

ではなかった。しかし，

対米輸出が急速に拡大する。

億ドルの黒字に達した。

端を発しているといって良い

みたものである。高度成長期

拡大するが， 年代半ばま

年代後半に一般機械，自動車

年には 億ドルの対米黒

。

後

で

，

字，

貿易摩擦は，黒

との間で繊維，鉄

代半ば頃までは貿

半の工作機械，

その内容は時期，

て，二国間におけ

字基調が定着し始める高度成

鋼の分野で顕在化していた。

易摩擦に対して，輸出自主

台の自動車）という形で対応

輸出商品によって様々である

る個々の商品の取り決めによ

長期半ば頃からすでにアメリ

日本の主要輸出企業は，

規制（ 年台の鉄鋼， 年

した。輸出自主規制といって

。高度成長期の貿易摩擦に対

って処理が行われたが，

カ

年

代後

も

し

年

代後半の鉄鋼につ

最低価格（トリガ

は，日本からの対

自動車メーカーの

このように，

（ ）

いては，不当に安い価格（

ープライス）という形がとられ

米輸出枠といういわゆる輸出

対米進出による現地生産が進

年代前半頃までは，貿易摩

ダンピング）が問題となり，輸

た。 年代の自動車の場合

数量規制がとられるとともに

められた
）
。

擦の対象は，個々の商品，特

出

に

，

定



日本の対外

表

項 目

貯蓄・投資パターン 公

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

アメリカ政府の対日要求

要求内容

共投資の増加

葉）

の時期，米国・欧州など特

所的なレベルにとどまって

土地利用 土
流通制度 大
排他的取引慣行 課
系列関係（取引） 対
価格メカニズム 内
サービス分野の開放 日

資料 『日本経済新聞』（

定諸国など対象範囲，時間的

いた。しかし， 年代半ば

地供給を増やすため，地価税などの
規模店舗法改正，輸入手続きの簡素
徴金最高６％への引き上げ，刑事罰
日投資促進に がる少数株主権利の
外価格差の改善
本での証券現地法人設立の解禁，保

年 月 日， 年１月１日より）

範囲，空間的範囲が局

以降になると貿易摩擦

追加的措置
化
強化など
強化

険代理店網の開放

の問題がより広範な経済摩

の国内政策，制度，慣習に

米包括経済協議がその最初

量流通にともなって，文化

年に要求した貿易不均

本の高い貯蓄率を是正する

項目では，制度的内容に議

擦という形に変わってくる
）
。

求める議論が登場してきた。

のものである。また，日本製

的・社会的摩擦も生じてきた

衡に対する対応策である。公

方策として提案されている。

論に関連するものである。個

貿易黒字の原因を日本

年の日米構造・日

品の発展途上国への大

。表 は，アメリカが

共投資の増加では，日

更に，土地利用以下の

々の商品の貿易問題に

とどまらず，制度的問題に

貿易不均衡の問題を超えて

ことができるかが，アメリ

内における規制緩和につな

５―２ 年代の規制

まで経済摩擦の対象が広がっ

，アメリカ企業のビジネスチ

カ政府の主要な要求項目とな

がることになる。

緩和と日本の対外経済政策の

たといえる。もはや，

ャンスを如何に広げる

り， 年代の日本国

自立性

アメリカのビジネスチャ

る国内の法律，制度の抜本

価格の下落は，金融・証券

後遺症が残り，海外事業活

関は日本ほどの影響を受け

（ ）

ンスを保障するためには，対

的な変更が必要となる。

会社に大きな損失を与えた。

動の縮小を余儀なくされた。

ていないことを考え合わせる

日直接投資を妨げてい

年代後半の株式・土地

年代を通じてその

諸外国の企業，金融機

と，日本の国内法の規



制下にあった金融

たといえる。いず

ーバルスタンダー

立命館経済学（ 巻特

機関等は，資本の自由化に伴

れにせよ，アメリカの要求は

ドにあわせるべきという大儀

別号２）

うリスクへの対応が欠如して

，日本の制度，企業環境をグ

名目のもとに，国内の規制緩

い

ロ

和

に弾みをつけるこ

年代の日本

分けることができ

サービス業

一つ目は，商業

緩和が始まった。

年間休暇日の緩和

ととなった。

における規制緩和は，大きく

る。

分野の規制緩和

分野の規制緩和である。

年５月には 未満

などが進められ，外資系企業

はサービス業分野と金融分野

年５月より大規模店舗法の規

の出店原則自由化，閉店時間

の参入を促進した。二つ目は

に

制

・

，

通信業の規制緩和

話公社が民営化さ

和による。

金融業の規

年４月の金

業務への相互参入

た， 年４月の

である。 年の新電気通信

れたが，実際に外資参入が可

制緩和

融制度改革関連法では，従来

を可能にした。その後外国証

外国為替管理法改正は，外国

事業法施行により，日本電信

能になったのは 年の規制

困難であった銀行・証券・信

券会社の支店数は増加した。

銀行の新規参入と既存事業の

電

緩

託

ま

拡

大を促進し，特に

先に見たように

貿易不均衡に対す

日米の貿易不均衡

て日本での営業機

国内での市場開

，保険業と日本の銀行の業務

，規制緩和の背景として，

る欧米からの批判がある。し

を解消するものではなく，競

会を提供しているに過ぎない

放・規制緩和の論理は次の

提携が進んだ。

年代後半以降急速に拡大し

かし，これまでの一連の措置

争力の高いアメリカ企業に対

。

ようなものである。「日本国内

た

は，

し

で

は長期には制度改

代には深刻な不況

業改革を進め，競

は， 年代の資

に対する対応能力

（ ）

革を怠ったため，国際化に伴

に陥った。アメリカ，イギリ

争力をつけることが景気回

本取引自由化の中で，日本企

が欠如していたことである。

う環境変化に対応せず，

スと同様に，市場開放の中で

復のためにも必要である。」問

業，特に金融・証券業のリス

市場開放を進める中で，主要

年

企

題

ク

金



日本の対外

融業界の行動は以前と比べ

行の貸し渋り状況と商工ロ

は，銀行行動様式を変える

経済政策と貿易取引・直接投資（稲

て変化したであろうか？

ーンなどへの貸し出し増加を

ものでもなく，企業倒産，不

葉）

年代後半より顕著な銀

始めとする一連の措置

良債権問題を一層深刻

にした。また，大規模店舗

商店の売上を大幅に低下さ

新しい制度変更には，当

思決定方式の調整が必要で

応するルール作りと意思決

ため，国内の経済基盤を徐

今求められているのは，

法改正は，大規模店舗の進出

せた。

然のことながらその変更に対

ある。 年代の規制緩和・

定方式がほとんど整備されな

々に掘り崩す結果になってい

アメリカの経済戦略に依存し

を通じて，中小規模の

応するルール作りと意

市場開放は，それに対

いまま進められている

る。

た対外経済政策ではな

く，日本の社会経済の現状

） 稲葉（ ）

） 日本経済新聞社（

） 全産業の額が，表１

支表の直接投資額は，

表３の金額は，企業の

を踏まえた自立的な対外経済

注

。

） 参照。

の資本取引，直接投資に対応する

実際に日本から資金が流出した額

届出にすぎずいわば計画額をあら

政策の確立である。

。しかしながら，国際収

を示しているのに対して，

わしているにすぎないか

ら，その金額通り実行

態を過大評価している

参照。

） 輸出代替効果に関す

） 複数為替レートの詳

） 小浜他（ ）

） 新庄（ ）参照。

） 年度における体

されるわけではない。従って，表

といえよう。この点に関しては

る研究については，稲葉（ ）

細については，有沢・稲葉（

。

外（海外）直接投資額と対内直接

３の金額は直接投資の実

，稲葉（ ）

参照。

） 参照。

投資額の比率は であっ

たのが， 年度には

年代前半には 前

が増加した 年度か

） 政府活動を考慮に入

消費＋投

消費＋貯

（ ）

に上昇し， 年度まで

後の比率を維持していたが，規制

ら急速に低下し，比率は３から４

れないとすると， には次のよ

資＋輸出 輸入

蓄

から の間を推移した。

緩和により対内直接投資

のレベルに低下している。

うな関係がある。



， よ

貯蓄

からなる）

立命館経済学（ 巻特

り，

投資 輸出 輸入 （

別号２）

ここでの輸出，輸入は財・サービス

を

（貯蓄

つまり，経

）が高

） 貿易摩擦

） 貿易摩擦

有沢広巳・稲葉

で除すと

投資）／ （輸出 輸入）／

常収支の に対する比率が

いことに起因するという批判がな

の実態については，通商産業省

の大局化については，稲葉（
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